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アプライアンス社 事業戦略

2014年12月1日

パナソニック株式会社
アプライアンス社

髙見 和徳
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本日の内容

１．２０１４年度進捗

２．家電２兆円実現に向けて

３．ＢｔｏＢソリューション強化

４．まとめ
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２０１４年度 業績見通し
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売上高 営業利益
（単位：億円）

100%

【 売 上 高 】 消費税増税反動やＰＤＰ終息等による減収があるも、
エアコンなどが好調に推移し増収確保

※カンパニー出荷ベース（13年度は14年度体制ベース）

127%
(+80)

【営業利益】 エアコンやデバイス（モータ）等の収益改善により増益

17,774 17,790
295

375

13年度 13年度14年度 14年度
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各事業の重点取り組み進捗
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アジアを中心とした
白物海外販売拡大と

ＡＶ事業の収益力改善

ルームエアコン
中国事業再建と

大型空調事業強化

ＣＯ２冷媒機器拡充と
製販一体での商品提案

高収益分野へのシフトと
新規デバイスの開発加速

１４年度 重点取り組み 14年度上期進捗

・白物はアジア冷蔵庫・ビューティで増収
・ＡＶ事業は収益力が前年より改善
・ＡＰアジア準備室設置し推進中

・ルームエアコン中国事業再建や
合理化推進により収益大幅改善

・大型空調は高効率ＶＲＦを米国で納入

・アジアでのコンビニ・スーパーへの
ＣＯ２冷媒機器導入拡大

・高収益分野へシフトしたモータが
増益を牽引
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収益を伴う販売拡大に向けたロードマップ

13年度 15年度 18年度

411

（単位：億円）

営業利益額（率）
＜製販連結＞

（1.8%）

家電

空調

ﾃﾞﾊﾞｲｽ

ｺｰﾙﾄﾞ
ﾁｪｰﾝ

14年度

■ 早期の営業利益率５％達成に向けて順調なスタート

・先進国での高付加
価値ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

・戦略地域体制強化

・専業体制構築
・販路開拓
・ラインナップ拡充

＜ＣＶ２０１５＞

家電の利益底上げ
ＢｔｏＢの基盤構築

＜新中期＞

家電事業2兆円の確立
ＢｔｏＢ海外事業規模拡大

・地域完結型経営で
戦略地域事業拡大

・「感性重視型」商品
展開

・事業規模拡大
（海外展開加速）

・海外販売網拡充
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世界のアプライアンス需要
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■ 欧州は全世界需要の約４分の１を占める巨大市場
■ アジアは依然伸び率が高く、今後も成長する見通し
■ 欧州は全世界需要の約４分の１を占める巨大市場
■ アジアは依然伸び率が高く、今後も成長する見通し

※アジア･中国・中東阿

出所）当社推定

13→15年
CAGR

北米

欧州

内
アジア

海外戦略
地域※

日本

1.4%

▲0.1%

▲3.2%

6.3%

3.0%

中南米 2.6%

15年
構成比

10.3%

18.1%

24.2%

9.2%

7.8%

30.4%

13年度 14年度 15年度

３１.４兆円 ３２.０兆円 ３２.３兆円
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地域別販売構成比の推移（当社家電）

国内需要を創造し、アジア・欧州を強化

＜海外戦略地域＞

・特にアジアは販売規模も大きく
各国毎に事業拠点を展開

■ 「憧れマーケティング」で攻勢

＜日本＞

・テレビ販売は減少しているが、
依然として最も高い構成比

■ 「感性重視型」商品で新たな
需要創造

＜欧州＞

・テレビ等のAV商品の比重が高く
白物を伸ばす余地が大きい

■ 「プレミアム家電」で収益力強化

11
年
度

14
年
度

日本
45%

海外
戦略
地域
29%

内アジア
11%

欧州
13%

北
米
8
％

中
南
米
5
％

37% 32%

12% 17%

9
％

6
％
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日本

『感性重視型』商品で新たな需要創造
10

■お客様に感動や驚きを提供し、ブランド価値向上に貢献

家電へのこだわりが強い
シニア層を取り込む

プレミアム商品拡大で
ブランド価値向上を目指す

日本発の上質な商品
『Ｊコンセプトシリーズ』発売

■ 家電選びは、機能にも
デザインにもこだわる

■ 家電購入時は、
「使いやすさ」を最重視

■ 多機能よりも、
シンプル機能を選択

出所）当社ネット調査、(株)ジー・エフ調べ

出所）家計調査報告（貯蓄・負債編）2013年平均結果速報（二人以上の世帯）

30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

貯蓄現在高
負債現在高

【世帯主の年齢階級別貯蓄・負債現在高】

世帯主６０歳以上の世帯は
１２→１８年にかけて４％増加

出所）ユーロモニター
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Ｊコンセプトシリーズに大きな反響
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■ お客様から使いやすさやデザイン性に高い評価
■ 他商品へも順次展開し、１６年度販売５００億円を目指す

世界最軽量
実現※

足元３５℃の
温風

鮮度にこだわった
まん中野菜室

※2014年9月17日現在、家庭用床移動型掃除機の本体質量(2.0kg)において

12

アジア
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成長著しいアジアでの事業拡大
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■ 『憧れマーケティング』で中高級ゾーンを攻略

家電２兆円実現に向けた
最重点地域と位置づけ

富裕層をターゲットにした
憧れマーケティングを展開

生活研究から販売まで
地域完結の事業体制構築

世帯構成比 需要構成比
（当社推定）

3%

28%

Next Rich

中間層

24%

23%

高級
ゾーン

中級
ゾーン

【世帯所得別需要構成比（14年）】

（兆円）

【家電市場規模】

14年度 18年度
出所）当社推定

10年度

1.5

2.3
2.9

出所）世帯構成比はユーロモニター （インドネシア、ベトナム、フィリピン、シンガポール、マレーシア、タイ）の合計
中間層：世帯年収US$10,000以上、Next Rich同45,000以上と定義、需要構成比はGfKより当社推定
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憧れマーケティングで攻勢
■ お客様の「憧れ」を演出し、ブランドイメージを高揚
■ 富裕層をターゲットにロイヤルカスタマーを創出・囲い込み

■ 『Made in Japan』商品などで
高級ゾーンのプレゼンス確立

■ 都市部高級コンドミニアムに
プレミアム商品群展示

日本流「おもてなし」 大手デベロッパー協業

■ 徹底した商品訴求と体験 ■ 料理番組等でＰＲ活動強化

キャラバンカー・ロードショー テレビ番組とのタイアップ

ﾛｲﾔﾙｶｽﾀﾏｰ創出ｷｬﾝﾍﾟｰﾝｽﾀｰﾄ 展示ｷﾞｬﾗﾘｰでの当社ｲﾍﾞﾝﾄ開催

Panasonic Cooking Caravan（66箇所） TV番組「Asian Food Channel」でＰＲ
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中高級ゾーン強化で成長と収益向上
■ ＯＤＭを活用し、自社開発リソースを中高級ゾーンへ集中
■ 日本製プレミアム商品を投入し、ラインナップ拡充

現状 １４年秋以降

エ
ア
コ
ン

冷
蔵
庫

洗
濯
機

テ
レ
ビ

中型
400L
以上

500L
以上

600L
以上

中
容
量

大
容
量

超
大
容
量

洗濯
のみ

洗乾縦型全自動ドラム

リ
ー
ダ
ー

ｺｱｿﾞｰﾝ
ﾊｲ
ｴﾝﾄﾞ

高級 普及普及高級

縦型全自動ドラム

一定速ｲﾝﾊﾞｰﾀ

35
機種

35
機種

13
機種

30
機種

13
機種

25
機種

8
機種

11
機種

一定速ｲﾝﾊﾞｰﾀ

Ｏ
Ｄ
Ｍ

日
本
製

日
本
製

日本製
Ｏ
Ｄ
Ｍ

Ｏ
Ｄ
Ｍ

Ｏ
Ｄ
Ｍ

中高級ゾーンの構成を増やし、平均単価アップで収益向上を図る

日
本
製

ＡＰアジア設立で地域完結体制へ
16

■ 『第二のＡＰ』としてアジア地域の事業運営を前線化
■ 商品企画・開発、マーケティングまでスピーディに展開

事業規模 ： 約2,500億円

会 社 数 ： 13社
（製造拠点10社・開発拠点3社）

総人員数 ： 約8,700名
（内 開発人員 約400名）

エアコン 洗濯機冷蔵庫

ＡＰアジア

マーケティング部門
（生活研究含む）

ＯＤＭ部門

デザイン部門

テレビ

アジア ビジネスユニット

１５年４月設立
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欧州

プレミアム家電の欧州展開
18

■ プレミアム商品が受け入れられる市場として事業強化

ＡＶ事業の基盤をベースに
白物事業展開加速

現地企業との協業強化で
早期の商品陣容・販路拡大

収益性の高い
ビルトイン市場へ本格参入

（ＯＥＭ供給も活用）

【地域別白物家電平均単価】

アジア 中国 中東阿 北米 西欧

日
本

海外戦

略地域
欧州 北

米

中
南
米

【ビルトイン需要構成比】

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ平均

グローバル需要の約４０％が欧州

出所）ユーロモニター

出所）ユーロモニター
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欧州市場への展開 （ＩＦＡ２０１４出展）
■ 最新の商品やサービスを通して新しい価値を発信
■ プレミアムブランドとしてのポジショニング確立を目指す

プレミアムデザイン ビルトインキッチン強化 協業による陣容拡大

新ジャンル訴求 ４Ｋワールド テク二クス復活

洗濯機 キッチン 冷蔵庫

美容家電 テレビ ＡＶ オーディオ

白物事業の成長と収益力強化
20

■ 欧州の生活にフィットする商品の
共同開発で、商品陣容拡大

■ 東欧での生産プラットフォーム
獲得による固定費低減

■ 現地生産による輸送コスト削減で
収益改善

■ ビルトインキッチン事業に参入し、
さらなる高収益事業展開

■ キッチン関連商品のラインナップ
拡充で付加価値商品の販売拡大

ゴレーネ協業で収益力向上 ビルトインキッチン事業展開

■ 協業強化やビルトインキッチンへの本格参入で事業拡大
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テクニクスでプレミアムブランド確立
■ テクニクスブランドで欧州におけるブランド価値向上を牽引
■ 車載や住空間などＢｔｏＢ分野への波及効果も狙う

[テクニクスブランド認識率]

64% 47%

【英国】 【ドイツ】

（13年11月当社調べ）

１２月より順次導入開始

2010年の生産終了後も

高い認識率を維持
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ＢｔｏＢソリューション体制強化
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■ 製販一体運営によるグローバル展開加速

＜日本＞

販社の業態別一元体制構築
海外へのリソース展開

＜中国＞

製販一体でソリューション事業

強化へ商品ラインナップ拡充

＜アジア＞

販売代理店網構築
空調専業設備会社発足

大型空調
24

■ 吸収式冷凍機やＧＨＰ等の幅広いラインナップに強み
■ グローバル展開加速に向け、販売・サービス体制強化

多様な施設への納入実績

大阪ステーション
シティー

吸収式冷凍機
（ナチュラルチラー）

教育施設
（学校など）

ＧＨＰ
（ガスヒートポンプエアコン）

グローバル展開加速

■ 中国・アジアを中心に、空調専門
販売・サービス体制を強化

■ 業界トップクラスの高効率ＶＲＦ、
高機能コントローラ等の商品投入

VRF=Variable Refrigerant Flow（ビル用マルチエアコン）
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コールドチェーン
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■ 当社が先行しているＣＯ２冷媒冷凍機システムや
遠隔監視システムを核にグローバル事業拡大

■ ＣＯ２冷媒冷凍機システムの
納入店舗数を一気に拡大

グローバル事業拡大幅広い商品群

ＣＯ２冷媒店舗用
冷凍機システム

コンビニ
スーパー

物流用
冷蔵庫

物流業界

業務用
冷蔵庫外食産業

■ オールパナソニックでコンビニ・
スーパーへのお役立ちを提案

■ クラウドを活用した遠隔監視
システムをグローバルに展開
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２０１８年に目指す姿
27

グローバルに、
より広い事業領域で、

「快適なくらし」「快適な社会」を

グローバルカンパニーリージョナルカンパニー

ＢｔｏＢ事業の
拡大

海外戦略地域を
中心とした事業拡大

＜ＣＶ２０１５＞

家電の利益底上げ
ＢｔｏＢの基盤構築

＜新中期＞

家電事業2兆円の確立
ＢｔｏＢ海外事業規模拡大

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｃ

〔２０１４〕
新アプライアンス社

発足

〔２０１８〕
グローバルトップクラスの
アプライアンスカンパニー
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、
過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑み
てなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在してお
り、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示
的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグ
ループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれまして
は、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリスク、不確実性お
よびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

●米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

●多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

●ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよび価格が影響を受ける可能性

●資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

●急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入することができない可能
性

●他企業との提携またはM&Aで期待どおりの成果を上げられない可能性

●パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の取引先からの企業努力を上回る価格
下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む）

●多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性

●製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

●第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

●諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

●パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金資産等の評価の変動、そ
の他会計上の方針や規制の変更・強化

●地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある要素


